
平均法による移動量計算の基礎理論と改良

東海旅客鉄道株式会社 正員 永沼泰州

1. はじめに

保線実務では電子計算機が普及する遥か以前から，

「累計法」や「平均法」と呼ばれる方法を用いて，10

m弦測定値から移動量（帯域制限された軌道形状，以

下「原波形」）が計算されていた1)．前者の累計法は主

に数表を用いた手計算で行われ，簡便だが距離に比例

して測定誤差が累積するという欠点がある．後者の平

均法（およびこれを歯車機構で機械的に演算する曲線

整正器）は繰返し演算で移動量を求める方法で，計算

結果に個人差が生じるものの，繰返し回数によって誤

差の累積を制御できるという利点を持つ．本稿はまず，

この平均法が線型連立方程式の数値解法である「反復

法」そのものであることを示す．次に，数多く提案さ

れている反復法の改良アイデアをもとに，平均法を改

良した結果について述べる．

2. 平均法

平均法は，線路の移動によって残留狂いが小さくな

るよう，繰り返し原波形を修正していく計算法である．

算出例を図-1に示す．まず測点 6の正矢量が−13 mm

なので，この位置の原波形を −10 mmと仮定して残

留狂いを計算する．すると，最も大きな残留狂いは測

点 10の−10 mmになるので，この位置に原波形−10

mmを追加して再度残留狂いを計算する．同様の操作

を繰り返せば，この例では 4回目で正しい原波形が得

られる．

3. 反復法

線形連立方程式Ax = yを解くための反復法は，適

当な初期値 x(0)から出発して，式 (1)を所望の精度が

得られるまで繰り返す数値計算法である．

x(k) = x(k−1) +R(k)
(
y −Ax(k−1)

)
, k ≥ 1 (1)

式中の y−Ax(k−1)は，x(k−1)が解に近ければ小さく

なることが期待される「残差」で，R(k)は理想的には

A−1である．反復法ではこの行列Rの選定がポイント

となる．

軌道狂い原波形の復元も Ax = y を解く問題であ

り，前章の平均法の計算例では，x ∈ R13 が原波形
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図–1 平均法による移動量算出

べクトル，y ∈ R11は 10 m弦正矢ベクトル，そして

A ∈ R11×13は正矢法の係数である-0.5，1.0，-0.5を各

行の要素に持つ検測行列である．平均法によって反復

計算される残留狂いは y −Ax(k−1)であり，この残留

狂いを基に新たな追加原波形R(k)
(
y −Ax(k−1)

)
が決

定されるのであるから，平均法の基礎理論は反復法そ

のものであると言える．なお，平均法におけるR(k)は，

追加する原波形の位置に対応する要素 ri,j のみが値を

持つ行列で，この値は計算者が残差を見ながら経験的

に決定する．前章の例では，R(k) ∈ R13×11の各ステッ

プ毎の要素は，r
(1)
6,5 = 10/13，r

(2)
10,9 = 1.0，r

(3)
5,4 = 1.0，

r
(4)
8,7 = 1.0，である．

4. 原波形復元のための反復法の改良

反復法は，行列Rの工夫などにより数多くの方法が

提案されている．例えば行列 Aの対角行列Dを用い

てR = D−1とした「Jacobi法」，行列 Aの下三角行

列 Lも用いて R = (L+D)−1 とした「Gauss-Seidel

法」などである．本章では，保線特有のアイデアを用

いた改良反復法を提案し，原波形計算を行ってその効

果を確認する．計算に用いた 10 m弦高低狂い（サン

プリング間隔：1.0 m）を図-2に示す．
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図–2 計算に用いた 10 m弦高低狂い
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(1) Landweber法

まず，平均法において個人差が生じる要因であるR

を機械的に決定したい．10 m弦検測行列 Aは正方行

列でない（劣決定）ので，Jacobi法やGauss-Seidel法

など，正方行列を前提とした解法は（厳密には）使え

ない．そこで本節では R = ωAT とする「Landweber

法」を適用する2)．ω は解に近づく早さを制御する係

数で，「緩和因子」と呼ばれる．

x(k) = x(k−1) + ωAT
(
y −Ax(k−1)

)
(2)

ωを 0.5，初期値 x(0) = 0として，反復回数 k =100，

1100，5000とした場合の計算結果を図-3に示す．図

中，逆フィルタ3)を用いて波長 100 mまで復元した結

果を点線で示す．Landweber法では，反復回数kによっ

て復元帯域が変化することがわかる．今回の条件では

k＝ 1100で復元逆フィルタの結果と良く一致した．

(2) 長波長成分を考慮した演算高速化

前述の Landweber法では多くの反復回数を必要と

するが，これは追加原波形の決定に波長 10 m付近の

情報（10 m弦の残差）のみを使用しているからであ

る．そこで，長波長成分の残差情報を利用すれば反復

回数を減少できると考えられる．以上のアイデアに基

づき，Landweber法に以下の改良を加えた．

x(k) = x(k−1) + ωAT
(
B(k−1)y −B(k−1)Ax(k−1)

)
　

= x(k−1) + ωB(k−1)AT
(
y −Ax(k−1)

)
(3)

式 (3)中の行列Bは，10 m弦を長波長狂いに変換す

るための倍長演算行列であり，この方法は，R(k−1) =

ωB(k−1)AT とおいた改良反復法とみなすことができ

る．ただし，例えば 40 m弦の残差情報のみを使用す

ると波長 20 mの情報が欠落してしまうので，反復途

中で弦長を切り替える．ωを 0.5，x(0) = 0として，反

復 25回毎に倍長演算行列 B を，40 m弦→30 m弦

→20 m弦→10 m弦と変更した場合の復元結果を図-4

に示す．反復回数は合計 100回であるが，波長 100 m

までの復元逆フィルタの結果と良く一致し，提案した

新しい反復法の高速演算効果が確認できた．

5. おわりに

本稿では測定データとして 1.0 mサンプリングの 10

m弦正矢を用いたが，使用するデータに特段の制約は

無く，2.5 m弦正矢データや 25 cmサンプリングの偏

心矢データでも構わない．逆フィルタによる方法では，
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図–3 Landweber法による原波形復元
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図–4 長波長成分を考慮した改良反復法

データの始終端に所定の精度を満たさない過渡応答が

生じるが，反復法はこれをかなり短くできる可能性が

ある．また，現在においても数多くの反復法が提案さ

れ続けており，これら新手法の適用によって更なる演

算の高速化や精度向上が期待できる．中でもKalman

フィルタの手続きを利用した反復法は演算が極めて高

速で，わずか数回の反復計算で解が得られる4)．今後は

大型保線機械や簡易検測装置等で測定した短い区間の

データの原波形計算に本成果を適用し，実用化したい．
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